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※お詫び 

５月発行予定の７号が、編集スタッフが病気のため遅れたことをお詫

びいたします。なお、８号は予定通り９月に発行いたします。 
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再生可能エネルギー普及への 
  「気候ネットワーク」の取り組み 

                豊田 陽介（気候ネットワーク主任研究員） 
 

 

 地球温暖化防止を目的に、京都において 1998 年に設立された「気候ネットワーク」

の再生可能エネルギーの取り組みに焦点をあてました。気候ネットワークは、人々

が安心して暮らす事ができるよう、公平・平和・豊かな社会・経済に転換し、低炭

素で持続可能な社会をつくっていくことを目指しています。その一環として、地域

で再生可能エネルギーに取り組む団体と協力して、全国の市民・地域共同発電所づ

くりに取り組んでいます。今回は、そういった事業内容を、気候ネットワーク主任

研究員の豊田陽介さんに紹介していただきます。（編集部）

 

「気候ネットワーク」は、地球温暖化防止のた

めに市民の立場から「提案×発信×行動」する

NGO/NPO です。ひとりひとりの行動だけでなく、産

業・経済、エネルギー、暮らし、地域等をふくめ

て社会全体を持続可能に「変える」ために、地球

温暖化防止に関わる専門的な政策提言、情報発信

とあわせて地域単位での地球温暖化対策モデルづ

くり、人材の養成・教育等に取り組んでいます。 

2011 年 3月 11 日の東日本大震災を契機に、日本

の温暖化対策も新しい局面を迎えました。それま

で日本政府は温暖化対策を一つの理由として原子

力政策を推進してきました。しかし、3.11 によっ

て原発に対する信頼が揺らいだ今、原発に頼るこ

と無く温室効果ガスの大幅削減を達成していく新

たな方向を目指していかなくてはなりません。「気

候ネットワーク」では震災後の 4月 19日に、原発

に頼らずとも 2020 年までに「25％節電」「温室効

果ガス 25％削減」「再生可能エネルギー電力 25％」

は同時に達成可能であるとする提言を発表しまし

た。その後さらに、原発全停止後に再稼働するこ

となく、「3 つの 25」は達成できるという検証結果

をまとめました。 

このように今後の温暖化対策において、省エネ

ルギー、再生可能エネルギーに取り組んでいくこ

とは最優先課題の一つになります。特に再生可能

エネルギーは、電力に占める割合はわずか 2.2％と

低く、大幅な増加が求められます。「気候ネットワ

ーク」では、再生可能エネルギー普及のための取

り組みとして、政策提言とともに地域における再

生可能エネルギー事業推進のための支援を行って 

 

います。釧路、福島、奈良、大阪、岡山、などで

市民・地域共同発電所と呼ばれる市民や地域を主

体にした発電所づくりに対してアドバイス、ノウ

ハウ提供などを行ってきました。京都でも市民・

気候ネットワークの役員 

（2015 年 6 月現在） 
理事長 淺岡 美惠（弁護士） 
副理事長 須田 春海（市民運動全国センター代表 

世話人） 
理事 井上 郡康（EPO 東北 統括） 
理事 佐々木佳継（京都・水と緑をまもる連絡会 

代表） 
理事 田浦 健朗（気候ネットワーク 事務局長、(社) 

市民エネルギー京都 理事長） 
理事 都筑 建 （自然エネルギー推進市民フォー 

ラム 理事長） 
理事 平田 仁子（CAN International 理事） 
理事 原 育美 （環境ネットワークくまもと 副代表） 
理事 原 強 （コンシューマーズ京都 理事長） 
理事 山岸 尚之（WWF Japan 気候変動・エネ 

ルギーグループ リーダー） 
理事 山崎 求博（足元から地球温暖化を考える市 

民ネットえどがわ 事務局長） 
理事 西薗 大実（ストップ・フロン全国連絡会 

 理事） 
理事 可児 卓馬（（公財）京都地域創造基金） 
理事 神田 浩史（AMネット・NPO法人泉京・ 

垂井） 
理事 平岡 俊一（北海道教育大学釧路校 准教授） 
理事 和田 重太（弁護士 日本環境法律家連盟 

 理事） 
監事 上田 敏幸（西淀川公害患者と家族の会） 
監事 榊原 義通（北山の自然と文化をまもる会代表 

幹事） 
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地域共同発電所づくりを支援するとともに、他の

団体や個人との協働で「一般社団法人市民エネル

ギー京都」を発足させ、京都における再生可能エ

ネルギー事業の推進にも取り組んでいます。「市民

エネルギー京都」では、京都市の公共施設を市民

による発電事業のために無償で提供する京都市市

民協働発電制度を活用し、小学校や「道の駅」な

ど 4 ヶ所に合計 166.8kW の太陽光発電を、市民か

らの出資や銀行からの融資を受けて建設しました。   

この他、京都生協の 2ヶ所の店舗の屋根を借りて、

81.2kW の市民・地域共同発電所を建設しています。 

この他、京都における再生可能エネルギー普及

の取り組みとしては、1999 年から参加体験型の連

続講座「自然エネルギー学校・きょうと」を、環

境市民、エコテックとの共同で運営してきました。

修了生は 500 名以上になり、各地で自然エネルギ

ー学校が開かれたり、実践的な取り組みが進めら

れたりしています。 

＜参考文献＞ 

和田武・豊田陽介他、2014、『市民・地域共同発電所

のつくり方』かもがわ出版 

諸富徹他、2015、『エネルギーの世界を変える。22 人

の仕事』学芸出版 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※自然エネルギー学校・京都 2014 で訪れた「徳島地域エネルギー」のみつばちソーラーの視察 

環境 NGO・組織・個人と連携 

北山の自然と文化をまもる会、ワーカーズコープ

エコテック関西オフィス、中部リサイクル運動市

民の会、京都 ・水と緑をまもる連絡会、公害・地

球環境問題懇談会、（公財）みやぎ環境とくらしネ

ットワーク（MELON）、（財）公害地域再生セン

ター（あおぞら財団）、（社）京都青年会議所、自

然エネルギー推進市民フォーラム、NPO 法人 菜

の花プロジェクトネットワーク、（財）世界自然保

護基金日本委員会（WWFJ）、全国公害弁護団連

絡会議、地球環境と大気汚染を考える全国市民会

議（CASA）、日本生活協同組合連合会 環境事業

推進室、ネットワーク「地球村」まちづくり市民

会議、気候ネットワーク高知、全国小水力利用推

進協議会、環境ネットワークくまもと、（公財）水

島地域環境再生財団（みずしま財団）、「環境・持

続社会」研究センター、足元から地球温暖化を考

える市民ネット・えどがわ、ストップフロン全国

連絡会・関西事務局、特定非営利活動法人アース

ライフネットワーク、エコライフ 21、ウータン・

森と生活を考える会、オフィス・エコロジスト、

NPO 法人おかやまエネルギーの未来を考える会、

川口市民環境会議、サークルおてんとさん、いち

かわ地球市民会議、和田重太（弁護士）、コンシュ

ーマーズ京都、ストップフロン全国連絡会、環境

市民、市民運動全国センター、京都府生活協同組

合連合会 

今まで連携された地方自治体 

釧路、福島、奈良、大阪、岡山、京都ほか 

特定非営利活動法人 気候ネットワーク 
〒604-8124 京都市中京区帯屋町 574 番地 
       高倉ビル 305 
TEL：075-254-1011 FAX：075-254-1012 
http://www.kikonet.org 
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  今回は、南丹市の「生ごみ資源循環モデル事業」の現状と将来展望について紹介します。これは同市

の「エコタウン高度化モデル事業」の一環をなすものです。市民環境課・課長補佐の中川悦光さんに、事

務局の市川、長谷川、伊藤、奥村がお聞きしました。 

＊     ＊      ＊     ＊     ＊     ＊     ＊

家畜の排せつ物も処理 

南丹市は 2006 年に船井

郡園部町・八木町・日吉町、

北桑田郡美山町が合併し

てできました。合併前から、

八木町では家畜の排せつ

物を処理できる農地に余

裕がなく野積みにされて

いたので、河川の汚れや害虫発生などの環境問題

に対応するため、処理施設を建設、1998 年から稼

働されました。稼働から 17 年目で老朽化していま

すが、「南丹市八木バイオエコロジーセンター（ＹＢ

ＥＣ）」として南丹市のエコ事業に寄与しています。 

ＹＢＥＣでは、家畜排せつ物と食品工場残渣を、

湿式メタン発酵処理して、メタンを含むバイオガ

スでガスエンジン発電を行い、施設の電源に利用

し、余剰電力は隣接する下水処理場とＦＩＴで売

電を行っています。発酵後の残渣は肥料にし、農

家で利用されています。 

生ごみの分別回収のモデル事業 

家庭からの生ごみについては、可燃ごみと生ご

みの分別回収ではないため、生ごみの抜き取り作

業を行い、約８トンの生ごみ処理にとどまってい

ます。2013 年度からはモデル事業として分別回収

に協力いただける世帯を募り 290 世帯が、2014 年

度には 691 世帯が参加しています。 

「分別回収のモデル事業に協力している市民の方

にアンケートを行ったが、73％の方から円滑に分

別回収に移行できるとの回答があった。2015 年度

には 1200 世帯に増やしていきたい。」と中川さん

が抱負を語っていました。協力世帯を増やすため

に、わかりやすいパンフレットを作成するなどし

て、将来的には全世帯における分別回収をめざし

ている、とのことです。 

 収集方法が分別回収に移行すれば、市内で 1350

トンの生ごみを回収でき、全世帯で分別回収がで

きれば肥料も増え、費用対効果の面からもメリッ

トが予想されます。 

湿式と乾式の２つのメタン発酵処理施設 

南丹市は京丹波町とともに廃棄物収集・処分の業

務を行う船井郡衛生管理組合を作っています。組

合が委託している園部町のカンポリサイクルプラ

ザ（ＣＲＰ）では、生ごみの乾式メタン発酵処理

を行っています。発酵した後の残渣を肥料として

有効活用しますが、メタン発酵消化液は排水処理

しておりコストがかかるので、肥料として利用で

きないかと考えている、ということです。 

乾式メタン発酵処理施設では、生ごみを袋に入れ

たまま処理できるように、回収には南丹市で独自

に作った嫌気性生分解性プラスチック製の袋を使

連載 「自然再生エネルギーに挑戦する人々」 ⑦バイオガス発電 

八木バイオエコロジーセンターにある 
消化槽ガスホルダー 



NO NUKES まちの便り まちの声 南丹市バイオガス発電  2015.7 7 号 

5 
 

 
っています。そのためコストが割高ですが、水分

を 70％ぐらい含んでいても大丈夫なので、生ごみ

の水分なら問題ありません。 

資源循環と住民の意識 

 南丹市では、４km の位置にある湿式のメタン発

酵処理施設ＹＢＥＣと乾式のメタン発酵処理施設

ＣＲＰの２カ所で、生ごみ資源循環モデル事業を

推進。温暖化防止や地域の資源循環のために、新

たな事業の展開に取り組もうとしています。そこ

には、住民の理解と参加が必要だとのことです。 

「ごみ分別モデル事業に参加した動機に、このよ

うな事が書いてあった。・・・私たちが出した生ご

みが電気を生み出し、温暖化防止に貢献している。

できれば、生ごみ量や発電量、発生するガス量な

どもっと教えてほしい。そうすれば自分たちが参

加するきっかけにもなる。」という意見が寄せられ、

「いま情報提供しています。」と中川さんが語って

いました。  

※南丹市は、2011 年度に南丹市「環境基本計画」を作

成、2013 年 3 月に NPO 南丹市エコタウン推進協議会が

発足。「再生可能エネルギーを有効に活用し、持続可能・

地方分散型のエコタウンモデル」をめざし、環境・省エネ

ルギーの展開および雇用の促進に取りくんでいます。 

 

 

 

米ワシントンに隣接する「核兵器禁止地帯法の地―タコマパーク市」の 

ウィリアムズ市長から歓迎メッセージ 

私は、4月 25日から 2015 年ＮＰＴ再検討会議要請団の一員としてニューヨーク、ワシントンを訪れた。 

4 月 30 日ワシントンのオール・ソウルズ・ユニテリアン教会において、反核平和運動に取組んでいるグル

ープと私たちとの交流会がもたれたが、その際ワシントンに隣接するタコマパーク市のブルース・R・ウ

ィリアムズ市長から歓迎メッセージがあったので下記に全文を紹介します。（事務局 長谷川長昭） 

ブルース.R．ウィリアムズ市長からの歓迎メッセージ 

2015 年 4 月 30 日 

 メリーランド・タコマパーク市は、アメリカ合衆国におけるもっとも

強力な核兵器禁止地帯法の地でありますが、原水爆に反対する日

本代表団のワシントン D・C 訪問を歓迎致します。 

 タコマパーク市は、核兵器とその構成部品の生産・実験・維持に

関連するいかなる取引も禁止することによって、核兵器のない世界

をめざした 32 年間の長い関わりを誇りとしています。 

 私たちは、世界からあらゆる核兵器をなくすというあなた方の最

重要な使命の大いなる成功を願っています。 

         ブルース・R・ウィリアムズ市長 
 



NO NUKES まちの便り まちの声 原子力災害対策指針の改悪  2015.7 月 7 号 

6 
 

 

連載 ： 原発のない日本を求めて、講演行脚⑥

「えーっ」と声が上がる 

原子力災害対策指針の改悪 

市川章人（元京都府立高校教諭） 

講演で話すと、参加者から必ず「えーっ？！」

と驚きの声が上がることを、最近、原子力規制委

員会が行った。原子力災害対策指針の改悪である。 

■PPA の考え方（放射性プルームと安定ヨウ素剤） 

福島原発事故後に施行された原子力災害対策指

針は、原発から概ね半径 30km 圏内の避難計画の策

定を指示するとともに、30km 以遠については、安

定ヨウ素剤の配布を準備する地域「PPA」を設定し

ていた。これは、福島原発事故で 30km 以遠まで放

射性プルームが到達した事実を教訓としたもので、

その範囲として半径 50km という目安を示し、さら

に検討するとしていた。 

これを受け、今年 2 月には兵庫県篠山市（高浜

原発から約 45km～）が安定ヨウ素剤を希望する市

民全員に今年度中に事前配布することを決め、亀

岡市（高浜から約 50km～）は 3 月に全市民 9 万 1

千人分の安定ヨウ素剤備蓄を決めた。 

■予測をやめる奇妙で無責任な理由 

ところが、4 月 22 日に規制委員会は指針を一部

改訂し、SPEEDI による放射性物質の拡散予測をや

め、モニタリング（実測）に代えるという。 

これは住民の健康被害を「予防」する立場の放

棄宣言に等しい大問題である。 

第一に、予測をやめて実測に代えるというのは、

被ばくが前提になる。放射性物質が到達するまで

手を打たないと明言したことになる。 

第二に、なぜ、これまで活用を明記していた

SPEEDI の予測をやめるのか？規制委員会は、予測

の前提となる放出量データについて「原発

事故の発生時にいつ、どの程度の放出があ

るか把握するのは不可能」とし、避難判断

の参考にも使わない方針に変更した。 

奇妙で無責任な理由である。少なくとも

事故発生時点での風向きでプルームの進む

方向はわかるし、予測に数量的な不確実性

は当然である。また、福島原発事故での拡

散予測は隠蔽がなければ、住民の無用な被

ばくを避けられた【図】。日本気象学会も「不確実

性も含めて（中略）情報提供することにより、被

ばく被害を最小限に抑える体制を整備すべき」と、

SPEEDI の有効活用を求める意見を規制庁に出した。 

■ヨウ素剤をやめるひどい理屈   

さらに、改定では、PPA の考え方そのものを廃止

し、安定ヨウ素剤の準備を廃止した。資料を見る

と、理由は唖然とするもので、“予測をやめて実測

に代えた⇒実測後に安定ヨウ素剤を飲んでも効果

は少ないから、やめる”となっている。 

正確な汚染地域が特定できないのなら、予防的

に広範囲でヨウ素剤の服用をするべきである。 

■実測後 1日待たないと判断しないことに 

改悪は他にもある。もともと指針には、UPZ にお

いてモニタリング時に「空間線量率が 20μSv/h（1

時間あたり 20 マイクロシーベルト）を超えれば 1

週間以内に一時移転」という規定がある。ところ

が、改定によって、20μSv/h を超える値が計測さ

れても、翌日計測して再びこの値を超えなければ

一時移転の判断はしないことになった。 

即時避難の基準である 500μSv/h（平常時の約 1

万倍）を超えない限り、被ばくさせながら 1 日間

「屋内退避」でがまんを強いるものである。 

■「避難もヨウ素剤もやめる」が基本に 

もともと被ばく計画というべき、原子力災害対

策指針であるが、改定によって、極力避難させず

に「屋内退避」にとどめ、ヨウ素剤準備も後退さ

せ、住民に一層被ばくを強要するものになる。指

針の改悪は撤回すべきである。 

（注）「ガル」は加速度の単位であり、この値が大き

いほど揺れが強くなる。 

 （当会常任世話人） 
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連載： NO NUKES 千秋
せんしゅう

の想い 
当欄の執筆者・長谷川千秋さんが事情により執筆できなかったため、今回は新妻義輔さんにお願いしました。 

トマ・ピケティが警鐘―経済的不平等は、 

 民主主義を脅威にさらす。 

新妻 義輔（元朝日新聞大阪本社編集局長） 

 フランスの経済学者トマ・ピケティの大著『21

世紀の資本』が米国に続いて日本でも大ベストセ

ラーになっている。経済成長率の低い社会で、格

差が広がっていることに警鐘をならしている。格

差とは不平等にほかならない。2015 年１月末には

東大で講義、日本記者クラブでも会見した。「経済

的な不平等は政治的な発言の格差にもつながる。

民主主義が脅威にさらされる」というピケティの

発言が心に響いた。 

「民主主義が脅威に・・・」という言葉に触れ

た瞬間、34 年前の 1981 年 10 月 6 日のサダト・エ

ジプト大統領（当時）の暗殺事件が蘇ってきた。

首都カイロの広場でおこなわれた第４次中東戦争

の戦勝記念日の軍事パレードを観覧していた大統

領が、行進に参加していた兵士たちに銃撃された

のだ。新聞社の特派員として現地で取材した。 

サダト大統領を殺したのは、イスラム過激派 24

人。最年少は 18 歳、最年長は、神学校の盲目の 43

歳の教授。職業は軍人、書店経営者、家具づくり、

薬剤師，歯科医、塗装業、運転手、大学生もいた。 

カイロ郊外の軍事施設の中の軍事法廷で初公判が

おこなわれた。裁判長席に向かって右側に鉄格子

の檻があり、被告 24 人が入れられていた。檻の中

で一人が言った。「みんなが貧しい時には自分はい

らだたなかった。目の前でどんどん生活に差が出

てきた。これが我々を怒らせたのだ」。いわゆる格

差が、不平等が自分たちを犯行に走らせた、とい

うのだ。 

サダト政権は「オープン・ドア・ポリシー」という西

側に経済をひらく政策をとりはじめた。西側のも

のがどんどんはいってきた。小学生がゴミ集めや

道路工事で働いていた貧しいエジプトで、ショーウ

インドーには西側の商品が並んでいた。しかし、多

くの庶民には手が届かない。お金持ちと貧しい人

たちの暮らしの格差・不平等は広がる一方だった。

豊かさの中の貧困を身にしみて感じていたのだ。 

この貧困、不平等、格差は２１世紀の今、アメ

リカでも日本でも広く深く根を張っている。2014

年には世界の富の 48％は上位１％の手中にあり、

2016 年には、「１％」の富裕層が世界の半分以上の

資産を握る、との報告もある。民主主義の原則は

公正であることだ。少数派による支配は、病んだ

社会ともいえる。 

日本社会での最大の貧困層は、ワーキング・プ

アすなわち働く貧困層だ。フルタイムで働きなが

ら年収 200 万円以下の収入しかない民間労働者が、

2013 年には 1119 万 9000 人に上った。民間で働く

人の 24.1％で、この層は膨らみ続けている。 

また、非正

規雇用の

労働者は、

総務省が

2015 年２

月に発表

した「労働

力調査 2014 年平均」では、56 万人増えて、1962

万人と最高を更新。全労働者に占める非正規の比

率は、37.4％で最高だった。この膨大な非正規雇

用で働く人たちが声をあげにくい状況にあり、社

会の前面に登場していないのは異常だ。「不平等・

格差」を放置すれば市場社会そのものが自壊する

可能性も否定はできない。 

「この道しかない」と言っている「アベノミクス」の

「トリクルダウン（大企業やお金持ちが潤い、じわじ

わと中小企業や低所得者にもおよぶ）」について、

ピケティは「過去を見渡してもそうならなかった

し未来もうまくいく保証はない。機能するとは考

えていない」と否定している。 

浜矩子・同志社大学教授は「トリクルアップの経

済学」という表現で「おこぼれ経済理論」を批判し

ている。あまり弱い者いじめばかりしていると、め

ぐりめぐって強き者にも、その先細り効果がジワジ

ワとおよんでいく。土台のもろさは、着実に頂上に

トリクルアップする、というのだ。（当会常任世話人）

 

編集後記 

★ストックホルム国際平和研究所が出した 2013 年の軍事費は、世界で約１兆 7470 億ドル。これらの大半は富

裕層に回り、貧困層には戦争と一層の貧しさが押し付けられている気がします。（伊藤） 
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